
20092009

The Master Trust Bank of Japan



目　　　次

ごあいさつ ………………………………………………………………………… 1

経営目標 …………………………………………………………………………… 2

コーポレートスローガン ………………………………………………………… 3

当社の沿革 ………………………………………………………………………… 4

当社の概要および概況……………………………………………………………… 5

商号および所在地

株主一覧

格付け

役員の状況

組織図

2009年3月期の事業の概況

主要な業務の概要…………………………………………………………………… 8

サービスを支える業務インフラ

先進的なサービス

内部管理体制

資料編 ……………………………………………………………………………… 23

本誌は、銀行法第21条および同法施行規則第19条の2、ならびに金融機能の再生のための緊急措置に

関する法律第7条および同法施行規則第6条の規定に基づき、当社の最近時の業務および財産の状況に

ついて説明しております。
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ごあいさつ

平素より、私ども日本マスタートラスト信託銀行をお引き立ていた

だきまして、誠にありがとうございます。

当社は、資産管理業務を専門に取扱うわが国で最初の信託銀行とし

て平成12年5月に発足いたしました。業態や金融グループの枠組みを越

え、三菱UFJ信託銀行、日本生命保険、明治安田生命保険、農中信託銀

行からの出資を受け、各社の強固な経営基盤と永年にわたり蓄積した

ノウハウを結集し、最高品質の資産管理総合サービスを効率的にご提

供することに心がけて参りました。

平成20年度は、投資信託等の信託資産や金融機関等のお客様からの

預かり資産が順調に増加したことから、平成21年3月末現在の資産管理

残高は、昨年度比で63兆円増加の258兆円となりました。ひとえに、

皆様のご愛顧のおかげと心より御礼申し上げます。

また、株券等電子化への対応をはじめ、金融商品取引法施行、信託

関連法改正等の環境変化に伴う、投資商品・投資手法の多様化を踏ま

え、取引量の増加が見込まれるデリバティブ取引管理体制の充実、

エマージングマーケットへの投資など、お客様のニーズにお応えする

べく、サービス向上に努めて参りました。

また、事務指導や人材育成、リスク管理・コンプライアンス強化にも

積極的な取組みを継続しており、お客様に安心して資産をお預けいた

だける態勢整備に注力しております。

平成21年度も、一層の管理商品の多様化・専門化の進展や業務運営

厳正化に対する要請の高まりにお応えできるよう、人材とシステムへ

の積極的な投資を通じて資産管理サービス品質の高度化を推し進める

とともに、資産管理サービス提供体制の強化のための組織改正等を行

い、業界をリードするプロ集団へ成長するよう、不断の取組を続けて

参ります。

当社の目指すべき姿として「最高水準の資産管理総合サービスを

グローバルな基準で効率的に提供するリーディング・カストディバンク」

を掲げ、これをコーポレートスローガンである“Be Professional”に凝

縮しております。全ての役職員が責任・自覚・目標を示す“Be Professional”

を合言葉に、誠心誠意努めてまいる所存ですので、格別のご高配を賜

りますようお願い申し上げます。

平成21年7月

代表取締役社長 小山　登志雄
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経営理念

経営目標

＜お客さまのニーズへの対応＞

・お客さまの信頼と信用を旨とし、国内はもとよりグローバルにお客さまの多様なニーズに対し、

的確かつ迅速にお応えする。

＜資産管理総合サービスの効率的な提供＞

・資産管理業務における新分野の開拓と新技術の開発に積極的に取組み、最高品質の資産管理総合

サービスを効率的に提供する。

＜法令等の厳格な遵守と透明性の高い経営＞

・法令やルールを厳格に遵守し、公明正大で透明性の高い経営を行い、広く社会からの信頼と信用を

得る。

＜適切なリスク管理＞

・たゆまぬ事業の発展と適切なリスク管理により、企業価値の向上を実現すると共に、適時・適切な

企業情報の開示を行い、揺るぎない信頼の確立を図る。

＜社会への貢献＞

・資産管理業務の発展に寄与し、環境に配慮した企業活動を通じ、持続可能な社会の実現に貢献する。

＜社員の専門性向上に向けた職場環境の整備＞

・社員が専門性を更に高め、その能力を発揮することができる、機会と職場を提供していく。

経営ビジョン

資産管理業務の新たな発展に貢献し、資産管理専門銀行として最高のサービスを提供する。

目指すべき姿

最高水準の資産管理総合サービスをグローバルな基準で効率的に提供する
リーディング・カストディバンク
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わたしたち、日本マスタートラスト信託銀行はコーポレートスローガンとして

「Be Professional」を掲げています。

＜コーポレートスローガンに込める3つの想い＞

わたしたち、日本マスタートラスト信託銀行は、全ての役職員がこのコーポレート

スローガンを共有することにより、社員一人ひとりがマーケットで評価されるプロ

に成長し、資産管理サービス品質の高度化を推進し、真にお客様に選ばれる資産管

理専門銀行を目指しております。

コーポレートスローガン

○資産管理専門銀行として、
お客様に高い資産管理サービス品質をご提供し続ける「責任」

○社員一人ひとりが、
プロフェッショナルとして業務を遂行する気概や誇りとしての「自覚」

○社員一人ひとりが、
強い意思をもってプロフェッショナルとして目指していく「目標」
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当社の沿革

当社の沿革

2000.05 三菱信託銀行（現.三菱UFJ信託銀行）、日本生命保険、東洋信託銀行（現.三菱UFJ信託銀行）

明治生命保険（現.明治安田生命保険）、ドイツ銀行の共同出資により営業を開始

2000.06 わが国で初めてオンライン情報サービスを開始

2001.02 オンライン情報サービスと統合レポートサービスをあわせ、当社の情報統合サービスを

「MaiNet（マイネット）」として提供開始

2001.03 出資比率を変更～三菱信託銀行（現.三菱UFJ信託銀行）、日本生命保険、東洋信託銀行

（現.三菱UFJ信託銀行）の出資比率を同率に

2002.01 資産管理業務の開始に当たり、現在のMTBJビル（浜松町）へ本社を移転

2002.05 三菱信託銀行（現.三菱UFJ信託銀行）からの資産管理業務の移管にあわせ、資産管理業務

を本格的に開始

2002.10 UFJ信託銀行（現.三菱UFJ信託銀行）より、年金信託、特定金銭信託等の資産管理業務を

移管

2003.11 UFJ信託銀行（現.三菱UFJ信託銀行）より、投資信託等の資産管理業務を移管し、株主信

託からの資産移管がすべて完了

2004.02 日本生命保険からの資産移管を開始

2005.10 出資構成を変更～三菱UFJ信託銀行の誕生等に伴い、出資比率を変更

2005.11 出資構成を変更～三菱UFJ信託銀行、日本生命保険、明治安田生命保険、農中信託銀行の共

同出資会社に

2008年度トピックス

2008.07 投信委託代行サービスの拡大

当社の事務対応力が投信委託会社に評価され、投信委託会社の事務管理を代行するサービ

スの残高が7兆円を突破しました。

2008.07 議決権行使サービスの拡充

国内資産管理専門銀行で初めて、運用者向けに株主総会における決議結果のデータ提供

サービスを開始しました。

2008.07～ 様々なETFの受託

管理資産額がトップクラスであるETFについて、受入体制の充実を図りました。7月に海外

株式指数連動型を、9月に通貨連動型、10月に東証REIT指数連動型などを受託しました。

2008.10 次世代RTGS対応開始

日銀当座預金決済（日銀ネット決済）の取扱量ではトップクラスを誇る当社の資金決済を

担うRTGS流動性管理システムのバージョンアップを行い、日銀当座預金決済の制度改革

‘次世代RTGS’に対応しました。

2008.12 デリバティブ管理システムの更改

2007.5に稼動したデリバティブ管理システムについて、お客様への情報開示の充実を図る

など、サービスレベルの向上を行いました。

2009.01 株券等電子化制度開始

株券等電子化対応として、担保株式の管理も含め、業務・システムの整備を行い、より幅

広い有価証券管理業務が可能となりました。

2009.03 監査報告書提供対象商品の拡大

業務プロセスの内部統制に係る監査報告書について、確定拠出年金等を対象に加え、内部

統制の有効性に係る開示の充実を図りました。
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商号および所在地

当社の概要および概況 （2009年6月30日現在）

商　　　号　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社

The Master Trust Bank of Japan,Ltd.

所　在　地　　〒105-8579  東京都港区浜松町2丁目11番3号（MTBJビル）

銀行代理店　　なし

株主一覧

株主名 持株数 持株比率

三菱UFJ信託銀行株式会社 55,800株 46.5%
日本生命保険相互会社 40,200株 33.5%
明治安田生命保険相互会社 12,000株 10.0%
農中信託銀行株式会社 12,000株 10.0%

合　　計 120,000株 100.0%

格付け 長期 短期

日本格付研究所（JCR） AA+ J-1+

スタンダードアンドプアーズ（S＆P） A+ A-1

役職名 氏　名役職名 氏　名

取締役（非常勤） 永　戸　大治呂
取締役（非常勤） 戸　山　章　弘
監査役 稲　岡　和　昭
監査役（非常勤） 浅　倉　信　吾
監査役（非常勤） 通　山　　　秀
常務執行役員 上　野　　　誠
執行役員 慶　野　　　淳

代表取締役社長 小　山　登志雄
代表取締役副社長 桑　原　章　人
専務取締役 増　田　友　夫
取締役 千　葉　厳一郎
取締役 井　上　英　昭
取締役（非常勤） 山　岸　正　明
取締役（非常勤） 楢　崎　利　哉
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組織図

当社の概要および概況 （2009年6月30日現在）

○組織改正について（平成21年7月21日付）

資産管理サービス提供体制の強化の観点で、受託業務部を業務統括部に改称するとともに、同部

よりカスタマーサービス機能を分離し、投資信託以外についてはカスタマーサービス部に、投資

信託については投資信託部に移管しております。

なお、改正後の組織は以下の通りです。
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＜金融経済環境＞

2008年度は、米欧の金融危機を発端に世界的な景気後退が見られる中で、国内景気は外需面に加え

国内需要の停滞から大幅に悪化するとともに、金融市場は大きく不安定化しました。

国内株式市場は、日経平均株価が1万2,000円台～1万4,000円台で推移した後、米国大手金融機関

の破綻等を契機に秋口以降大幅に下落し、一時7,000円を割り込みましたが、年度末にかけて8,000

円台での推移となりました。

国内金利は、10年物国債利回りが一時、1.8％台まで上昇しましたが、秋口以降の2度に亘る金融

緩和等を受け、1％台前半での推移となりました。

外為市場では、夏場にかけ円安傾向で推移し一時1ドル110円程度をつける局面もありましたが、秋

口以降は、世界的な金融危機の進展から、一時は1ドル80円台半ばまで円高が進行し、その後は90円

台半ばでの推移となりました。

＜事業の経過および成果等＞

資産管理業務は、投資信託等の信託資産や金融機関等のお客様からの預かり資産が順調に増加した

ことから、2009年3月末現在の資産管理残高は、258兆円（前期比63兆円増）となりました。

当期の損益は、経常収益23,334百万円（前期比3,978百万円減）を計上する一方、経常費用につ

いては、資産管理業務に掛かるシステム費用の減少による営業経費の減少等から、21,733百万円

（前期比1,921百万円減）となりました。

以上の結果、経常利益1,600百万円、税引前当期純利益1,599百万円、税引後当期純利益945百万

円となりました。

＜対処すべき課題＞

当社は資産管理業務を専門に取り扱う我が国で最初の信託銀行として2000年5月に発足致しまし

た。業態や金融グループの枠組みを越え、三菱UFJ信託銀行、日本生命保険、明治安田生命保険、農

中信託銀行からの出資を受け、各社の強固な営業基盤と永年にわたり蓄積したノウハウを結集し、最

高品質の資産管理サービスを効率的にご提供することに心がけてまいりました。

今後、ますます多様化するお客様のニーズに対応するために、人材育成とシステム投資へ積極的に

取り組むとともに、リスク管理・コンプライアンス遵守体制・内部管理体制の強化を推進し、資産管

理専門銀行としてより一層の資産管理サービスの向上に努めて参ります。

2009年3月期の事業の概況
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主要な業務の概要

当社では資産管理サービスとして、お客様とのご契約によりお預かりした金銭や有価証券を日本を
はじめ世界各国の法制度に基づき、安全かつ確実に保管するとともに、お客様やお客様の代理人の運用
指図に従い、有価証券の売買の決済や、発行体に対する議決権の行使を行います。
また、保管している有価証券から発生する利金・配当金をお客様に代わって受領し、有価証券や金銭

の保管残高、取引の状況などとあわせて定期的にレポーティングサービスをご提供いたします。

また、お客様の新規市場への投資、新たな運用手法の採用、付加価値サービスの利用、安全性・効率
性の向上などへのご要請にお応えするために、当社では、大規模なIT投資を継続するとともに、従業員の
育成、組織の効率的運営を図り、より一層高度な質の高いサービスのご提供を目指して参ります。

日本マスタートラスト信託銀行

発行体
（国、事業法人など） （

日
本
銀
行
・
保
振
・
海
外
カ
ス
ト
デ
ィ
バ
ン
ク
な
ど
）

保
管
・
決
済
機
関

取引業者
（証券会社・銀行など）

① 金銭、有価証券等 ② 保管・決済機関への預託

⑨ 議決権行使 ⑩ コーポレートアクション

⑤ 約定確認

⑧ 利金、配当金

⑪ レポーティング

④ 運用指図

③ 売買約定

⑥ 決済指図

⑦ 決済完了報告

⑥ 決済指図

お
　
　
客
　
　
様

運
用
代
理
人

資産管理サービスの概要



サービスを支える業務インフラ

2009. The Master Trust Bank of Japan

－9－

主
要
な
業
務
の
概
要
　
サ
ー
ビ
ス
を
支
え
る
業
務
イ
ン
フ
ラ

証券商品系
システム

ファンド管理系
システム

ディスクロ系
システム

各種媒体から証
券売買関連の運
用指図書、取引報
告を自動取込み

運用指図・取引報
告を照合し、約定
内容を自動承認。

・約定管理

・残高管理

・銘柄管理

・権利管理

・税務管理

・BS管理

・PL管理

・余資管理

・ファンド属性管理

・情報統合

・加工

・各種媒体を通じ
ての開示

取引決済共通
システム

自動照合
＆
承認

各種レポート

委
託
者
様
・
運
用
会
社
様

MaiNet
（マイネット）

XNET

SYNTAX

資産管理業務のシステム概念図

■ デリバティブ管理システム　～先端的な運用手法、大量処理への対応～
金利スワップや信用リスク管理の新たな手法としてCDS（クレジット・デフォルト・スワップ）等、

複雑なデリバティブ商品への運用ニーズが高まっております。こうしたニーズへ対応するため、当社で
は世界的にも知名度の高いCalypso Technology社のシステムを日本で初めてデリバティブ取引に係る
資産管理業務を目的として導入致しました。
この導入により、汎用的且つ大量の処理が可能となるとともに、代表的なデリバティブ取引の理論価格

計算を内製化することも可能となりました。またお客様向けの運用状況報告については、当社独自の
カスタマイズを行い、デリバティブ管理システム内で保持する充実した内容を各種データ提供媒体を介して
タイムリーにご提供しております。
当社はこれらの体制整備により、今後ますます高まるデリバティブ商品への運用ニーズに迅速に対応

して参ります。

先進的なシステム

■ システム構成　～安定的かつ効率的なサービス提供の実現～
当社のシステムは、約定管理から各種レポート作成まで、目的毎の効率的な構成となっており、信託

商品、信託以外の商品を問わず、多様な資産管理サービスに柔軟に対応することが可能です。
ご提供するサービスにより別個のシステムを開発、利用するのではなく、共通のプラットフォームを

利用することにより、安定的かつ効率的なサービスをご提供して参ります。
これにより、証券決済制度改革、法改正等への対応を統一的に行うことができ、迅速かつ確実な対応

を実現しております。
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サービスを支える業務インフラ

先進的なシステム

主要な業務の概要

■ 取引決済共通システム　～約定から決済までの自動処理化の推進～
2003年11月に、これまで国内外の資産毎に開発、稼動させてきた「STPシステム」*を再構築し、国

内外の証券取引および外国為替取引の約定、決済、レコンサイル（取引完了、残高確認）等の一連の処
理を、統合的にかつリアルタイムで処理するシステム（「取引決済共通システム」）をわが国で初めて開
発し、利用を開始しました。
当社では、この「取引決済共通システム」の稼動により、これまで進めてきた「大量の取引を正確・

迅速に処理する」「コスト増加を抑制する」体制を更に推進するとともに、内外で整備が進む市場決済イ
ンフラとの接続や、将来の証券決済制度改革に柔軟に対応することにより、お客様へのサービスレベル
の向上、他社に対する競争力の強化を実現していきます。

*Straight Through Processingの概念を導入した約定から決済処理および決済完了確認までの事務処
理を自動化した業務管理システム

日本マスタートラスト信託銀行

ペーパーレス 24時間稼動対応

SWIFT
決済照合
X－net

スマートブリッジ
E-mail

取
引
報
告

約
定

取引報告書

運用指図書

ペーパーレス

SWIFT
決済照合
日銀ネット等日

自
動
入
力

自
動
照
合

自
動
受
信

決済確認
利金・配当金入金

証券・資金決済指図自動発信

投信・投資顧問会社様
（運用会社様）

証券会社
為替銀行

取引・残高確認
会計処理

自
動
受
信

自
動
照
合

自
動
入
力

日本銀行
保振

海外カストディバンク

取引決済共通システムによるSTPの処理の仕組み
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サービスを支える業務インフラ

効率的な組織体制による高度なサービスの提供

■ 高度なコンサルティング機能の提供　～専担部署による肌理細やかな対応を実現～
2009年7月の組織改正で、お客様の更なるご要望にお応えするために、受託業務部カスタマーサービ

スグループを改編し、独立のカスタマーサービス部を新設するとともに、投資信託のお客様については
投資信託部に専任の投信カスタマーサービスグループを設置しました。
今後も高度なノウハウを持ち、業務経験豊富な専任担当者により、新商品・新スキーム・制度改正等、

資産管理にかかるお客様からのご要望・ご質問に対し、統合コンサルティング窓口として、今まで以上
に最適ソリューションのご提供や、迅速な問題解決を実現していきます。

■ 効率的な事務体制の実現　～機能別組織による業務運営の高度化を実現～
取引決済共通システムの稼動を契機に、有価証券の種類や、ご提供するサービスにかかわらず、有価

証券の約定や決済などの事務処理の種類毎に組織を再編成する「機能別組織化」と「標準化（事務処理
の自動化・定型化）」を進めています。
これらの「機能別組織化」と「標準化」の推進により、業務処理の正確性、迅速性を向上させるとと

もに、業務の繁閑に応じた機動的な人員シフトによる内部コストの増加抑制を目指しています。
また、内部管理の強化、業務運営の一層の高度化を目的として、組織の細分化を図っております。

お客様

日本マスタートラスト信託銀行

カスタマーサービス部 投資信託部　投信カスタマー　　部（（サービスグループ）

ご要望 ソリューション ご要望 ソリューション

決済管理 ファンド管理商品管理

約定処理

決済処理

銘柄属性管理

権利処理

税還付処理

市場調査

カストディアン管理

報酬計算

委託者属性管理

決算処理

資金繰り

カスタマイズレポート作成

お客様へのサービス提供体制
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サービスを支える業務インフラ

実効的なバックアップ体制

主要な業務の概要

■ 業務継続体制　～3拠点による万全な補完体制～
当社では、災害・事故・事件等の発生を想定した業務継続体制の構築、およびその改善を経営の重要

課題として掲げております。当社業務は、リスク分散の観点から浜松町オフィス、港南センター、芳賀
センターの3つの拠点において行っております。万が一、一つの拠点が被災した場合でも、他の拠点が補
完し、業務継続が可能な体制を構築しております。これらのインフラを活用し、災害を想定した業務継
続訓練を継続的に実施しており、業務継続体制の体制整備改善に取り組んでおります。

■ システムのバックアップ体制　～円滑な切替による業務運営の継続～
お客様の資産データを管理する「ホストシステム」および対外的な決済等を管理する「分散システム」

共に、メインサイトにおいて正副2台によるホットスタンバイ体制をとっており、正機障害時にはホット
スタンバイ中の副機への変更運用を行います。また、バックアップサイトに設置のシステムへのデータ
伝送を随時行っており、メインサイトにおいて災害等が発生した際も、何ら支障なく業務運営を継続す
ることが可能です。

■ オフィスのバックアップ体制　～実効的なオフィス運営体制の整備～
万が一、メインオフィスが利用不可能となった場合でも、システムサイトである港南センター内にイ

ンフラ、スペース等、十分な設備を持つバックアップオフィスを設置し、万全な業務運営を構築してお
ります。日中、災害が発生した場合でも、速やかにバックアップオフィスに移動し、広範囲に業務継続
を行えるよう、多様な業務継続訓練を行い、実効性向上に向けた取組みを実施しております。

芳賀センター

浜松町オフィス

港南センター

ホストシステム（メインサイト） ホストシステム（バックアップサイト）

バックアップオフィス

メインオフィス

リアル伝送

ホストシステム（バックアップ機）

港南センター災害対策

芳賀センター災害対策

浜松町オフィス災害対策

分散システム（バックアップサイト）
証券・資金の決済管理

分散システムその他
（バックアップサイト）

分散システム（メインサイト）
証券・資金の決済管理

バック
アップ機

バック
アップ機

分散システムその他
（メインサイト）

リアル伝送

データ疎開

バックアップ体制

港南センター内の
バックアップオフィス
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先進的なサービス

新しいサービスへの取組

■ 担保株式等管理サービス　～国内資産管理専門銀行で初めての取組～
担保株式等管理サービスとは、金融機関を中心としたお客様の融資業務等における担保株式等の管理

業務に係るアウトソースサービスです。
当社では、2009年1月の株券等の電子化に伴い、旧来の株券等を前提とした担保取引がペーパーレス

化されることに合わせて、新しい振替制度下における担保株式等の管理スキームを独自に構築し、国内
資産管理専門銀行として初めて本格的なサービスのご提供を開始しました。
本サービスでは、当社のご提供するWEBサービスを通じ、お客様からの振替指図等に基づく担保株式

等の決済・保管を行うとともに、その決済状況や残高及び取引、担保設定者（加入者）の情報等の担保
株式等の管理に必要な機能、情報等をご提供いたします。
当社では、今後とも有価証券管理業務に係るサービスの向上やアウトソース範囲の拡大等を積極的に

推進し、お客様のニーズに沿ったサービスをご提供して参ります。

お客様（担保権者）
担保株式等管理専用口座

お客様（担保権者）

他口座管理機関

担保設定者口座

担保設定者

株式等振替

融資契約等

ス

振替指図等
残高、取引、
加入者情報等

証券保管振替機構

システム接続等

日本マスタートラスト信託銀行

担保株式等管理サービスの仕組み

■ 様々なETF管理サービス　～管理シェアは国内トップ～
当社は2009年3月31日現在、国内ETFの純資産残高の約7割を管理しており、ETFの市場拡大が進む

中、積極的に受託を推進しております。
当社は2001年7月に国内株式指数に連動する現物拠出型ETFを受託して以来、ETF管理ノウハウの蓄

積とシステム開発を重ね、2007年8月には、国内で初めて国内株式指数以外の指標に連動するETFとし
て、金価格に連動するETFを受託しております。さらに、2007年10月には上海株式指数連動ETF、
2008年9月には通貨連動型ETF、2008年10月には東証REIT指数連動ETFを受託する等、お客様の先進
的なETF組成ニーズにお応えして参りました。
また、2009年2月に当社システムのバージョンアップを実施致し、今後のETFの市場の拡大へも対応

して参ります。

三菱UFJ信託銀行投資家（受益者）

金融商品
取引所

ETF受益権売買
分配金支払

証券保管
振替機構

設定・交換指図、運用指図

株式振替
ETF受益権振替

・信託財産の管理、保管、決済業務
・受益権の発行、抹消に関する事務

株式振替
ETF受益権振替ETF受益権の発行

抹消に関する申請

・受益者管理業務・受指定参加者
（証券会社）

投信委託会社様

設定・交換申込

・ETFファンド運用者
・ETF受益権発行者

日本マスタートラスト信託銀行

ETFファンド

ETF受益権売買

ETF取引関係者の関連図
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先進的なサービス

充実した付加価値サービス

主要な業務の概要

■ 余資運用ファンド　～お客様の利回り向上と運用の効率化に寄与～
余資運用ファンドとは、信託財産の余裕資金部分の運用利回り向上、余裕資金運用機能の集約・高度

化を図ることを目的に、わが国で初めて当社が創設した商品です。2003年1月に年金信託（年金投資基
金信託：年投口）の一部の運用を開始後、2008年7月から運用する信託商品の範囲を拡大して年金特定
信託（年金特金）についても運用を開始いたしました。
これまで、年投口や年金特金内の余裕資金は、流動性を維持するために、各年投口単位や年金特金で

主にオーバーナイトコール市場での運用、銀行勘定貸等による運用を行っていましたが、年投口および
年金特金も「余資運用ファンド」へ集約一括して運用することにより、流動性の確保と、ターム物運用
による利回り確保の双方を実現できるようになりました。
今後とも一層の利回り向上と、運用の効率化を目指して参ります。

年金信託契約

運用

日本マスタートラスト信託銀行

余資運用ファンド

受益権

年投口（公社債口）
余資 余資

受益権

年投口（株式口）
余資

受益権

年投口（外国証券口）
余資

年金特定信託等

マーケット運用（有担保コールローン、ＮＣＤ等）

余資運用ファンドの仕組み

■ セキュリティーズレンディングサービス　～付加的な収益獲得機会の提供～
セキュリティーズレンディングサービスとは、有価証券をマーケットに貸し付けることにより貸借料

収益を得るレンディング取引を、お客様に代わって当社が行い、限定的なリスクのもとで、お客様の
ファンドに付加的な収益をもたらすサービスです。
当社はレンディング市場でプレーヤーとして高い地位を確保しており、経験・ノウハウを積んだレン

ディングデスク担当者が、お客様の運用方針に基づいたレンディングを実施しております。取引先のリ
スクにつきましても、厳格に管理しております。
当社では、多様化するお客様のニーズに応えるべく、４資産（国内債券・国内株式・外国債券・外国

株式）のすべてにおいて、当サービスを展開しております。

お客様

証券会社
（ロンドン）

証券会社
（各国）

日本マスタートラスト信託銀行
レンディングデスク（証券取引執行部）

証券会社
（東京）

国内証券

エージェント エージェント

外国証券

ファンド（Ｌｅｎｄｅｒ）

レンディング サービスの仕組み
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先進的なサービス

充実した付加価値サービス

■ トランジションマネジメントサービス　～安全かつ効率的な資産移行～
トランジションマネジメントサービスとは、お客様の資産における運用者、運用手法、基本ポート

フォリオ等の見直しに伴い発生するファンドの設定・解約に際し、売買により発生するコストの低減、
トランジション中のエクスポージャーやトラッキングエラーの管理により、安全かつ効率的な資産移行
をサポートするサービスです。
当社では現物移管取引の一形態として、国内資産管理専門銀行で初めて、トランジションマネジメン

トサービスの専門デスクを設置し、豊富な実績のもと、高品質なサービスをご提供しています。

日本マスタートラスト信託銀行
トランジションデスク

証券会社（トレーディング機能）

トランジションファンド
・トランジションマネジメント機能
・資産管理機能（現物移受管管理）
・トレーディング機能（発注者）

現物移管
および
クロス
トレード

現物移管
および
クロス
トレード

既存のポートフォリオのポートフォリオの 新ポートフォリオ

トランジションマネジメントの仕組み

■ 議決権行使サービス　～業界最先端のサービスへの取組～
このサービスは、コーポレートガバナンスに対する関心が高まりつつある中で、投信投資顧問会社等

の運用会社様の議決権行使を容易かつ確実に実現することを目的として、議決権行使指図を電子データ
で行うサービスであり、当社がわが国で初めて、全資産を対象とする議決権行使指図の電子化を開始い
たしました。（特金勘定等は2003年3月より実施、投信勘定は2004年3月より実施）
このサービスが広まる中で、当社が独自開発した電子行使指図スキーム、行使指図フォーマットは他

社に紹介され、関係業態全体のデファクトスタンダードとして行使指図事務効率化に貢献しております。
当社ではこのほか、運用会社様のレポート作成等のサポートとして、株主総会の議案データを提供す

るサービス（2003年10月より開始）や議案の決議結果データを提供するサービス（2008年7月より開
始）など、常に業界における最先端のサービスをご提供し続けています。

招集通知書（書面） 招集通知書（書面）

電子メール

電子メール決議通知書（書面）

議決権行使書（書面）

〈電子指図サービス〉
議決権行使指図書

電子メール 〈議案データ提供サービス〉
議案データ

〈決議結果提供サービス〉
決議結果データ

発
行
会
社
（
代
行
機
関
）

日
本
マ
ス
タ
ー
ト
ラ
ス
ト
信
託
銀
行

運
用
会
社
様

議決権行使サービスの仕組み
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先進的なサービス

充実した付加価値サービス

主要な業務の概要

■ 市場情報・コーポレートアクション情報開示サービス
～幅広く、専門的な情報をタイムリーに提供～
当社では、運用会社様の海外市場での効率的運用をサポートするサービスとして、休日カレンダーを

はじめ、決済制度改革や税制改正などの各国の市場情報をお客様に対する影響も踏まえてご提供してお
ります。
コーポレートアクションに関する情報についても、複数のカストディアンから取材した情報を総合し

てご提供しております。

日本マスタートラスト信託銀行

・・・

・・・運用会社様

Email

情報取材 情報取材 情報取材

運用会社様 運用会社様

グローバルカストディアン
A

グローバルカストディアン
B

ローカルカストディアン
C

市場情報 市場情報
コーポレートアクション情報

市場情報・コーポレートアクション情報のご提供の仕組み

■ 包括的な有価証券管理業務のアウトソースサービス
～有価証券管理業務サービスの高度化への取組～
「包括的な有価証券管理業務のアウトソースサービス」とは、金融機関等のお客様を中心に、これま

での有価証券の保管・決済を中心としたサービスに加えて、お客様ご自身が管理している経理業務、リ
スク管理業務、社内外の報告作成業務等に必要なデータをご提供するサービスです。
本サービスにより、お客様の有価証券関連業務のアウトソース対象範囲が拡大し、「業務体制の合理化」、

「システム費用等のコスト圧縮」の実現が可能となります。
当社では、これまでの信託業務で培った有価証券管理・レポーティングノウハウを活用して、2005年

4月からわが国で初めて本格的な本サービスのご提供を開始しました。
当社では金融機関等のお客様からの幅広いニーズに応え、有価証券管理業務のアウトソース受任を進

めております。

機関投資家

【アウトソース前】

行内データ
リンク

専用ネット
ワークなど

決済

勘
定
系
シ
ス
テ
ム

な
ど 有

価
証
券

管
理
シ
ス
テ
ム

決
済
機
関
な
ど

決
済
指
図

有
価
証
券
の
保
管

・
決
済
な
ど

機関投資家 日本マスタートラスト信託銀行

【アウトソース後】

決済

勘
定
系
シ
ス
テ
ム

な
ど 有

価
証
券

管
理
シ
ス
テ
ム

決
済
機
関
な
ど

決
済
指
図

有
価
証
券
の
保
管

・
決
済
な
ど

アウトソース

包括的な有価証券管理業務のアウトソースの仕組み
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先進的なサービス

当社ホームページからアクセス

充実した情報提供サービス

■ MaiNet（マイネット）とは
～万全なセキュリティ対策の下、情報サービスを提供～
MaiNet（Master Trust Information Network）とは当社が提供する情報サービスの愛称で、お客

様がご自分の運用評価や資産状況等を把握するのに便利な情報を電子データおよびレポート形式でご提
供するものです。
当社ホームページ上からアクセスいただくことが可能です。情報漏洩防止のため、電子証明書による

セキュリティ対策を施しております。
お客様のご活用ニーズにより、以下の2つのサービスがございます。

日本マスタートラスト信託銀行お客様

厚生年金基金

適格年金等

統合

生命保険
データ

信託銀行

投資顧問

加工 分析

サービスのしくみ

運用状況

・ファンド別　簿価・時価総額・収益率
・ファンド別・資産別　構成比・収益率
・ファンド別・資産別　収益率
・ファンド別・資産別　時価総額・構成比
・ファンド別　修正総合利回り
・ファンド別　収益率推移
・資産別　時価総額・構成比推移
・ファンド別　運用状況（簿価）
・ファンド別　運用状況（時価）

ベンチマーク比較・分析

・ファンド別　収益率・ベンチマーク比較推移
・資産別　収益率・ベンチマーク比較推移
・ファンド別　超過収益率要因分析
・資産別　超過収益率要因分析
・ファンド別 リスク・リターン分析

ガイドライン・チェック

・ファンド別・資産別　構成比上下限チェック
・資産別　ポリシーウェイト乖離推移

データ・ダウンロード

・データ・ダウンロード　収益率基礎数値
・データ・ダウンロード　修正総合利回り基礎
　数値

カフェテリア方式で選択可能な主要メニュー

（1）オンライン情報サービス　～複数の資産管理機関の資産運用情報をまとめて提供～
複数の資産管理機関（信託銀行・生命保険会社）が管理する年金資金等に関する資産運用情報を当社

がとりまとめ、統合・加工・分析等した上で、お客様（厚生年金基金・適格年金等のスポンサー）へイ
ンターネットでご提供する情報統合サービスです。

2000年6月にわが国初のサービス開始をしてから、数次に亘る開発により、多様なメニューをご用意
し、お客様の幅広いニーズにお応えして参りました。

2006年7月にお客様のニーズにそったシステム構成・対応体制へと大きく変更いたしました。

お客様が真に必要とするサービスのみをカフェテリア方式でお選びいただくことができる体系を採用
するなど、お客様のコストパフォーマンスにも配慮しております。

オンライン情報サービス

Web情報開示サービス
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先進的なサービス

充実した情報提供サービス

主要な業務の概要

（2）Web情報開示サービス
～売買指図から各種情報・データの取得等の一元管理が可能～

Web機能を用いて、お客様からの売買・振替指図、取引、残高、時価情報等、各種情報をご提供し
ます。
売買指図の送付から、各種情報・データの取得等、お客様における各種手続の一元管理が可能となり

ます。
2005年の本格稼動以降、お客様からのご要望に応じ、順次、メニューの充実を図っております。

日本マスタートラスト信託銀行
Web情報開示サービス

照会、データダウンロード

照会、データダウンロード

ファイル送受信等

IDパスワード 認証

登録、データ送信等

（指図書受付）
・売買、振替指図
・議決権行使指図
・その他指図

（定型情報）
・残高、取引、利配金
・BS／PL
・資金繰り

（非定型情報）
・残高、取引データ
・銘柄属性、時価情報
・権利情報　等

（特別作成資料等）
・各種報告書
・お客様仕様の資料、
データ等

お
　
客
　
様

担
当
部
署

Ｗ
Ｅ
Ｂ
中
継
サ
ー
バ
ー

デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ズ
シ
ス
テ
ム

サービスの仕組み

主要な提供データ

定型標準サービス
残高 株式残高明細表

債券残高明細表
為替残高明細表
先物／オプション残高明細表
汎用残高明細表

取引 株式取引明細表
債券取引明細表
為替予約取引明細表
先物／オプション取引明細表
汎用取引明細表

BS／PL BS／PL
外貨BS／PL

資金繰り 円貨資金繰り表
外貨資金繰り表
外貨資金繰り取引明細表

利金配当金予定 株式配当明細表
債券元利金予定明細表（国内）
債券元利金予定明細表（外国）
その他元利金予定明細表（国内）

非定型情報サービス
前日残高データ 国内債券・国内株式
月末残高データ 外債・外株
決算残高データ 国内貸債・国内貸株
取引データ 外国為替・デリバティブ

代用有価証券
その他資産
余裕金・コールローン
年投口受益権

元本取引
ファンド取引
勘定科目データ 仕訳

帳簿残高
収益率系 月次収益率・年収益率

資産別集約データ
年金統一レポート 資産運用状況表

損益状況表
運用実績表
運用実績表（月次）
修正総合利回り計算表
評価損益一覧表

その他年金レポート 資産別運用状況表
資産別評価一覧
資産別利回り表
資産別収益率表

決済状況 約定照合状況照会
決済完了進捗照会
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内部管理体制

リスク管理体制

当社は、資産管理業務を専門に行う信託銀行として、リスク管理が経営の最重要課題の一つであると
の認識から、独立したリスク管理部署として業務管理部を設置し、すべてのリスクを総合的に管理する
とともに、取締役会および経営会議においてもリスク管理状況の把握・検討やリスク管理方針の決定を
行うなど、経営全体で当社のリスクを認識・管理する体制としています。
また、業務を運営するにあたり、各リスクに関する諸規定を整備し、ルールに基づいた適正なリスク

管理を実施する等、リスク管理体制の整備・充実に努めています。

■ 個別リスクへの取組み
当社では、リスクのうち「信用リスク」「市場リスク」「資金流動性リスク」「オペレーショナルリスク」
を特に重要なものとして管理しています。これらのリスクの管理については、資産管理業務を行う信託
銀行としての独自性に鑑み、以下の方針で行っています。

（１）信用リスク管理
当社では、信用リスクを「信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス資産を含む。）

の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスク」と定義し、業務管理部に審査グループを設けて、信用
供与状況を適正な水準内に保つようにしています。

（２）市場リスク管理
当社では、市場リスクを「金利、有価証券等の価格、為替等の様々な市場のリスクファクターの変動

により、保有する資産（オフバランス資産を含む。）の価値が変動し損失が生じるリスク（市場リスク）、
および市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引
を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）」と定義し、市場リスク限度額およ
び損失上限額を定め、市場リスクが過大とならないようにしています。

（３）資金流動性リスク管理
当社では、資金流動性リスクを「当社の財務内容の悪化等により必要な資金が確保できなくなり、資

金繰りがつかなくなる場合や、資金の確保に通常より著しく高い金利での資金調達を余儀なくされるこ
とにより損失を被るリスク」と定義し、資金流動性リスクの重要性に鑑み、資金流動性リスク管理部署
(業務管理部)と資金繰り管理部署(資金業務部)を組織的に分離し、定期的に資金調達状況や市場環境など
のモニタリングを実施しています。

（４）オペレーショナルリスク管理
当社では、オペレーショナルリスクを「内部プロセス・人・システムが不適切であること、もしくは

機能しないこと、または外生的事象に起因する損失に係るリスク」と定義し、オペレーショナルリスク
のうち「事務リスク」「情報資産リスク」「法務リスク」「有形資産リスク」「人材リスク」「評判リスク」
を特に重要なものとして管理しています。

①事務リスク管理
当社では、事務リスクを「役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故または不正等を起こすことに

より損失を被るリスクおよびこれに類するリスク」と定義し、マニュアル等の継続的な整備・拡充、
事務手続きを行う際の権限・ルール等の遵守の徹底、事務に関する定期的な研修・指導の実施等によ
り、事務水準の向上や不適切な事務手続きの防止に努めています。

②情報資産リスク管理
当社では、情報資産リスクを「情報の喪失・改竄・不正使用・外部への漏洩、および情報システム

の破壊・停止・誤作動・不正使用等により損失を被るリスクおよびこれに類するリスク」と定義して
います。規定等の整備強化を図ることで、顧客情報を含む社内情報管理の徹底を行うとともに、シス
テム障害に備えて、コンピュータやネットワークなどの重要な機器については二重化を図るなどの対
策を講じています。
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内部管理体制

リスク管理体制

主要な業務の概要

③法務リスク管理
当社では、法務リスクを「法令等の遵守状況が十分でないことにより損失を被るリスク、契約等の

行為が予想された法的効果を発生するための検討や訴訟等への対応が不十分なことにより損失を被る
リスク、法令改正等への対応が不十分であることにより損失を被るリスクおよびこれに類するリスク
（他のリスクに係るものを除く）」と定義し、業務管理部に法務・コンプライアンスグループを設けて、
一元的に法務リスク管理を行う体制にするとともに、役職員に対しコンプライアンス（法令遵守）の
徹底を図っています。

④有形資産リスク管理
当社では、有形資産リスクを「災害や資産管理の瑕疵等の結果、有形資産の毀損や執務環境等の質

の低下等により損失を被るリスクおよびこれに類するリスク」と定義しています。人事総務部を有形
資産リスク主管部署とし、管理すべき有形資産リスクの脆弱性を把握した上で、その抑制・軽減を
図っています。

⑤人材リスク管理
当社では、人材リスクを「人材の流出・喪失等や士気の低下等により損失を被るリスクおよびこれ

に類するリスク」と定義しています。人事総務部を人材リスク主管部署とし、人材の質・量の変化お
よび業務への影響度合い等を把握した上で、必要な管理手続きを制定し、役職員に対し徹底を図って
います。

⑥評判リスク管理
当社では、評判リスクを「顧客間、市場等における風説・風評等の流布、および業務活動により生

じる事象への対応の不備等に起因し、結果的に当社の評判が悪化することにより損失を被るリスクお
よびこれに類するリスク」と定義しています。総合企画部を評判リスク主管部署とし、評判の悪化の
可能性を把握した上で、必要な管理手続きを制定し、役職員に対し徹底を図っています。

情報資産�
リスク�

株主総会�

取締役会�

監査役会� 監査役�

総合企画部�

信用�
リスク�

市場�
リスク�

資金流動性�
リスク�

事務�
リスク�

法務�
リスク�

有形資産�
リスク�

評判�
リスク�

経営会議�

内部監査部�

牽制�

業 務 管 理 部 �

人材�
リスク�

社長�

各　　　　　部�

人事総務部�

オペレーショナルリスク�

リスク管理体制
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内部管理体制

コンプライアンス体制

監査役会 監査役

株主総会

業務管理部

取締役会

社　長 経営会議

各　部

各部コンプライアンス責任者

コンプライアンス体制

当社は、資産管理業務を行う信託銀行として、コンプライアンスの徹底を通じて、真に社会から信頼
され、評価される銀行となることを目指しております。このような理念を実現するため、次のような諸
施策、体制の整備を講じております。

■ 「企業活動における倫理基準」の策定
当社の法令等遵守の基本方針および具体的な行動基準を明確化するため、「企業活動における倫理基準」
を制定しています。これは、当社の経営理念を実現するための倫理基準を示すとともに、その具体的な
行動基準も明示しています。

■ コンプライアンス実現のための活動
当社は、「企業活動における倫理基準」に基づきコンプライアンスを実践するにあたっての具体的な手

引書として、「コンプライアンス・マニュアル」を作成しています。このマニュアルは、全役職員が参照
可能な社内イントラネット上に掲載するとともに、適宜職場で研修を実施するなどにより、周知徹底を
図っています。
また、コンプライアンスを実現するため、毎期、「コンプライアンス・プログラム」を策定し、これに

基づき活動を行い、進捗状況を定期的に検証しています。具体的には、定期的なコンプライアンス研修
の実施、各部における法令等に関する事項の定期的な点検の実施等を行っています。

■ コンプライアンスを実践するための組織体制
当社は、全社的コンプライアンスを実践するための統括部署として業務管理部を設置しています。業

務管理部では、当社全体のコンプライアンスを実践するための諸施策の企画・立案を行っています。ま
た、各部のコンプライアンスを実践するため、コンプライアンス責任者を任命しています。
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内部管理体制

情報セキュリティマネジメントシステム国際規格認証

主要な業務の概要

当社は、2007年3月に情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）に関する国際規格である
ISO27001の認証を取得しております。
この認証取得により、当社の内部統制システムの一つである情報セキュリティマネジメントシステム

は、管理体制が適切に整備され、厳格な運用がなされており、国際規格レベルに適合する品質にあるこ
とが、第三者機関により認められたことになります。
認証取得後は、審査登録機関による1年毎の継続審査、3年毎の更新審査を受審しており、情報セキュ

リティマネジメントシステムの適格な整備・運用を第三者機関から継続的に認められております。
当社は、今後ともお客様から一層信頼していただける企業であり続けるため、継続的に情報セキュリ

ティレベルの維持・向上に努めて参ります。

当社認証情報

認証

IS  513423 / ISO(JISQ)27001

認証登録番号 IS 513423

認証登録範囲

認定登録日 2007年3月9日

認証審査登録機関 BSIマネジメントシステムジャパン株式会社

認証基準 ISO/IEC27001:2005（※1） JISQ27001:2006（※2）

認定機関 （財）日本情報処理開発協会（JIPDEC）UKAS（The United Kingdom
Accreditation Service）

国内・海外有価証券・オフバランス商品・信託受益権等の資産管理、投資信託・
年金信託・証券信託等のファンド管理、各種レポート提供等の情報サービス、
データ管理、余資運用、セキュリティーズレンディング等に係るシステム企画・
開発・運用業務、受託財産に係る株式および債券等の貸借取引執行・余裕金運
用・有価証券売買取引執行および株式の議決権行使業務、資産管理業務に係るコ
ンサルティングおよび受託支援業務、事務企画業務、資産管理業務に係る戦略立
案・統括業務（2007年1月24日付適用宣言書　第1版）

※１　ISO/IEC27001:2005
情報セキュリティマネジメントシステムに対する英国規格である「BS7799-2」をもとに、2005年10月に
国際標準の「ISO/IEC」規格として発行されました。

※２　JISQ27001:2006
情報セキュリティマネジメントシステムの適合性評価制度の日本における認証審査基準。
ISMS認証審査基準は、国際規格「ISO/IEC27001:2005」の発行に伴い、2006年5月に従来の「ISMS認
証基準Ver2.0」に変わり、日本工業規格JISQ27001:2006が発行されました。

内部監査体制

「内部監査」は、経営の健全性・公正性の確保に寄与し、お客様からの信認を高め、企業価値を向上
することを目的に、コンプライアンス・リスク管理を含めた内部管理の適切性・有効性などを、独立し
た内部監査部署が検証・評価し、経営に報告・提言していくプロセスです。
当社では、内部監査部署として内部監査部を設置し、被監査部署がかかえるリスクの種類・程度に応じ

て、頻度・深度などに配慮した実効性のある内部監査を行い、社内のコンプライアンス・リスク管理を含
めた内部管理体制の検証・評価を行っております。さらに、一層の健全性・透明性を確保するために、外
部監査機関による監査を積極的に活用しております。
今後も、金融機関を取り巻く環境の変化に応じた、より実効性の高い監査を進めていくために、監査

品質のさらなる向上・維持を推進していきます。
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財務ハイライト･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 24
主要な業務の状況を示す指標･････････････････････････････････････････････････････････････ 24

・国内・国際業務部門別粗利益
・国内・国際業務部門別資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り
・利鞘
・国内・国際業務部門別受取・支払利息の増減
・総資産経常利益率・資本経常利益率・総資産当期純利益率・資本当期純利益率

預金に関する指標･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 25
・預金・譲渡性預金残高
・預金・譲渡性預金平均残高

貸出金に関する指標･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 26
・貸出金残高
・貸出金平均残高
・貸出金の残存期間別残高
・貸出金の担保別残高
・支払承諾残高
・貸出金の使途別残高
・貸出金の業種別残高
・中小企業等に対する貸出金残高
・特定海外債権残高
・預貸率の期末値および期中平均値

有価証券に関する指標･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 28
・商品有価証券
・有価証券の種類別残存期間別残高
・有価証券の種類別平均残高
・預証率の期末値および期中平均値

信託業務に関する指標･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 29
・信託財産残高表
・金銭信託等の期末受託残高
・元本補てん契約のある信託の種類別期末受託残高
・信託期間別の金銭信託および貸付信託の元本残高
・金銭信託等の運用状況
・金銭信託等に係る有価証券の種類別期末残高
・金銭信託等に係る貸出金の科目別期末残高
・金銭信託等に係る貸出金の契約期間別期末残高
・担保の種類別の金銭信託等に係る貸出金残高
・使途別の金銭信託等に係る貸出金残高
・業種別の金銭信託等に係る貸出金残高および貸出金の総額に占める割合
・中小企業等に対する金銭信託等に係る貸出金残高および貸出金の総額に占める割合

財務諸表･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 31
・貸借対照表
・損益計算書
・株主資本等変動計算書
・会計監査
・財務諸表の正確性及び作成に係る内部監査の有効性について

自己資本の充実状況（定性的事項）････････････････････････････････････････････････････････ 37
自己資本の充実状況（定量的事項）････････････････････････････････････････････････････････ 39
有価証券等の時価情報･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 44

・有価証券
・金銭の信託
・デリバティブ

貸倒引当金の期末残高および期中の増減額･････････････････････････････････････････････････ 45
貸出金のうち破綻先債権等の額および合計額･･･････････････････････････････････････････････ 45
元本補てん契約のある信託に係る貸出金のうち破綻先債権等の額および合計額･････････････････ 45
貸出金償却の額･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 45
連結決算の状況･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 45
金融再生法に基づく資産査定の状況･･･････････････････････････････････････････････････････ 45
決算公告（写）･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 46

表記の金額は、特に表示のない場合は、単位未満を切り捨てて表示しています。

資料編
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（単位：百万円）

2005年3月期 2006年3月期 2007年3月期 2008年3月期 2009年3月期
経常収益 25,569 27,409 30,179 27,312 23,334
経常利益 1,572 1,988 3,363 3,657 1,600
当期純利益 941 1,156 2,045 2,136 945
信託報酬 22,351 23,170 24,322 19,967 18,076
総資産額 1,288,639 760,294 294,117 393,877 412,426
銀行勘定貸出金 － － － － 30,000
銀行勘定有価証券 277,051 278,294 203,085 210,734 171,572
信託財産額 79,816,198 105,749,517 118,520,942 137,178,822 108,519,513
信託勘定貸出金 － － － － －
信託勘定有価証券 63,585,065 83,316,795 95,085,255 109,441,945 86,491,046
預金 49,450 59,672 41,765 39,992 26,161
純資産額 11,805 12,951 15,035 17,186 18,161
資本金 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
（発行済株式総数） （120千株） （120千株） （120千株） （120千株） （120千株）
単体自己資本比率（旧基準） 165.65％ 152.25％ － － －
単体自己資本比率（新基準） － － 23.80％ 27.17％ 31.12％
配当性向 － － － － －
従業員数 422人 475人 515人 584人 626人

・国内・国際業務部門別粗利益 （単位：百万円）

・国内・国際業務部門別資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り （単位：百万円）

2007年3月期 2008年3月期 2009年3月期
国内 国際 合計 国内 国際 合計 国内 国際 合計

信託報酬 24,322 － 24,322 19,967 － 19,967 18,076 － 18,076
資金運用収支 613 △0 613 1,079 △0 1,079 933 △0 933

資金運用収益 1,099 － 1,099 2,530 － 2,530 1,600 － 1,600
（国内・国際業務部門間の資金貸借） （0） （－） （0） （0） （－） （0） （0） （－） （0）
資金調達費用 485 0 485 1,450 0 1,450 666 0 667
（国内・国際業務部門間の資金貸借） （－） （0） （0） （－） （0） （0） （－） （0） （0）

役務取引等収支 3,791 － 3,791 3,752 － 3,752 2,571 － 2,571
役務取引等収益 4,735 － 4,735 4,784 － 4,784 3,635 － 3,635
役務取引等費用 943 － 943 1,032 － 1,032 1,064 － 1,064

特定取引収支 － － － － － － － － －
特定取引収益 － － － － － － － － －
特定取引費用 － － － － － － － － －

その他業務収支 － 1 1 － 0 0 － △14 △14
その他業務収益 － 1 1 － 0 0 － － －
その他業務費用 － － － － － － － 14 14

業務粗利益 28,727 1 28,729 24,800 0 24,800 21,582 △15 21,566
業務粗利益率 6.77％ 8.90％ 6.77％ 5.76％ 0.23％ 5.76％ 6.82％ △4.43％ 6.81％

2007年3月期 2008年3月期 2009年3月期
平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

（国内業務部門）
資金運用勘定 424,147 1,099 0.25％ 429,983 2,530 0.58％ 316,314 1,600 0.50％

（国内・国際業務部門間の資金貸借） （18） （0） （18） （0） （346） （0）
資金調達勘定 431,273 485 0.11％ 414,401 1,450 0.35％ 298,183 666 0.22％
（国際業務部門）
資金運用勘定 19 － － 21 － － 345 － －
資金調達勘定 18 0 0.11％ 18 0 0.34％ 346 0 0.22％

（国内・国際業務部門間の資金貸借） （18） （0） （18） （0） （346） （0）
（全店計）
資金運用勘定 424,148 1,099 0.25％ 429,986 2,530 0.58％ 316,313 1,599 0.50％
資金調達勘定 431,273 485 0.11％ 414,401 1,450 0.35％ 298,183 666 0.22％

１．国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引を記載しております
２．業務粗利益率
業務粗利益÷資金運用勘定平残×100

全店計は、国内・国際業務部門間の資金貸借取引を相殺して表示しております

財務ハイライト

主要な業務の状況を示す指標
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・利鞘 （単位：％）

2007年3月期 2008年3月期 2009年3月期
国内 国際 合計 国内 国際 合計 国内 国際 合計

資金運用利回り（A） 0.25 － 0.25 0.58 － 0.58 0.50 － 0.50
資金調達利回り（B） 0.11 0.11 0.11 0.35 0.34 0.35 0.22 0.22 0.22
総資金利鞘　 （A）－（B） 0.14 △0.11 0.14 0.23 △0.34 0.23 0.28 △0.22 0.28

・国内・国際業務部門別受取・支払利息の増減 （単位：百万円）

2007年3月期 2008年3月期 2009年3月期
（国内業務部門）
受取利息の増減 1,047 1,430 △930
（国内・国際業務部門間の資金貸借） （0） （0） （0）

支払利息の増減 476 964 △784
（国際業務部門）
受取利息の増減 － － －
支払利息の増減 0 0 0
（国内・国際業務部門間の資金貸借） （0） （0） （0）

（全店計）
受取利息の増減 1,047 1,430 △931
支払利息の増減 476 964 △784

・総資産経常利益率・資本経常利益率・総資産当期純利益率・資本当期純利益率 （単位：％）

2007年3月期 2008年3月期 2009年3月期
総資産経常利益率 0.63 1.06 0.39
資本経常利益率 24.03 22.70 9.05
総資産当期純利益率 0.38 0.62 0.23
資本当期純利益率 14.61 13.26 5.35

2007年3月期末 2008年3月期末 2009年3月期末
流動性預金 22,627 19,463 19,321

国内業務部門 22,627 19,463 19,321
国際業務部門 － － －

定期性預金 － － －
国内業務部門 － － －
国際業務部門 － － －

その他 19,138 20,529 6,839
国内業務部門 19,138 20,529 6,839
国際業務部門 － － －

合計 41,765 39,992 26,161
国内業務部門 41,765 39,992 26,161
国際業務部門 － － －

譲渡性預金 － － －
国内業務部門 － － －
国際業務部門 － － －

総合計 41,765 39,992 26,161
国内業務部門 41,765 39,992 26,161
国際業務部門 － － －

・預金・譲渡性預金残高 （単位：百万円）

１．総資産経常（当期純）利益率
経常（当期純）利益÷｛（期首総資産（除く支払承諾見返）＋期末総資産（除く支払承諾見返））÷2｝×100

２．資本経常（当期純）利益率
経常（当期純）利益÷｛（期首純資産の部合計＋期末純資産の部合計）÷2｝×100

１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋通知預金
２．定期性預金＝定期預金

預金に関する指標
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・預金・譲渡性預金平均残高 （単位：百万円）

2007年3月期 2008年3月期 2009年3月期
流動性預金 29,375 19,931 15,847

国内業務部門 29,375 19,931 15,847
国際業務部門 － － －

定期性預金 － － －
国内業務部門 － － －
国際業務部門 － － －

その他 3,875 4,433 4,586
国内業務部門 3,875 4,433 4,586
国際業務部門 － － －

合計 33,250 24,364 20,434
国内業務部門 33,250 24,364 20,434
国際業務部門 － － －

譲渡性預金 － － －
国内業務部門 － － －
国際業務部門 － － －

総合計 33,250 24,364 20,434
国内業務部門 33,250 24,364 20,434
国際業務部門 － － －

・貸出金残高 （単位：百万円）

2007年3月期末 2008年3月期末 2009年3月期末
手形貸付 － － －

国内業務部門 － － －
国際業務部門 － － －

証書貸付 － － 30,000
国内業務部門 － － 30,000
国際業務部門 － － －

当座貸越 － － －
国内業務部門 － － －
国際業務部門 － － －

割引手形 － － －
国内業務部門 － － －
国際業務部門 － － －

合計 － － 30,000
国内業務部門 － － 30,000
国際業務部門 － － －

・貸出金平均残高 （単位：百万円）

2007年3月期 2008年3月期 2009年3月期
手形貸付 － － －

国内業務部門 － － －
国際業務部門 － － －

証書貸付 － － 6,438
国内業務部門 － － 6,438
国際業務部門 － － －

当座貸越 － － －
国内業務部門 － － －
国際業務部門 － － －

割引手形 － － －
国内業務部門 － － －
国際業務部門 － － －

合計 － － 6,438
国内業務部門 － － 6,438
国際業務部門 － － －

１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋通知預金
２．定期性預金＝定期預金

貸出金に関する指標
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・貸出金の残存期間別残高 （単位：百万円）

2007年3月期末 2008年3月期末 2009年3月期末
1年以下 － － 30,000
うち 変動金利 － － －

固定金利 － － 30,000
合計 － － 30,000

うち 変動金利 － － －
固定金利 － － 30,000

・預貸率の期末値および期中平均値 （単位：％）

2007年3月期 2008年3月期 2009年3月期
（国内業務部門）

期中平均 － － 31.50
期末 － － 114.67

（国際業務部門）
期中平均 － － －
期末 － － －

（全店計）
期中平均 － － 31.50
期末 － － 114.67

・貸出金の担保別残高 （単位：百万円）

2007年3月期末 2008年3月期末 2009年3月期末
有価証券 － － －
債権 － － －
商品 － － －
不動産 － － －
保証 － － －
信用 － － 30,000

合計 － － 30,000

・貸出金の使途別残高 （単位：百万円）

2007年3月期末 2008年3月期末 2009年3月期末
設備資金 － － －
運転資金 － － 30,000

合計 － － 30,000

・貸出金の業種別残高 （単位：百万円）

2007年3月期末 2008年3月期末 2009年3月期末
残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比

日本国政府 － － － － 30,000 100.00％
合計 － － － － 30,000 100.00％

・支払承諾残高

該当ありません

・中小企業等に対する貸出金残高

該当ありません

・特定海外債権残高

該当ありません
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・商品有価証券

当社は3事業年度とも商品有価証券を保有しておりません

・有価証券の種類別残存期間別残高 （単位：百万円）

1年以内 1年超 3年超 5年超 7年超 10年超 期間の定め 合計3年以下 5年以下 7年以下 10年以下 のないもの
2007年3月期末

国債 203,038 － － － 24 － － 203,063
株式 － － － － － － 1 1
その他の証券 － － － － － － 21 21

2008年3月期末
国債 210,686 － － － 24 － － 210,711
株式 － － － － － － 1 1
その他の証券 － － － － － － 21 21

2009年3月期末
国債 161,169 10,031 － － 24 － － 171,225
株式 － － － － － － 1 1
その他の証券 － － － － － － 346 346

・有価証券の種類別平均残高 （単位：百万円）

2007年3月期 2008年3月期 2009年3月期
（国内業務部門）

国債 285,146 229,118 194,006 
株式 1 1 1

（国際業務部門）
その他の証券 19 21 345

（全店計）
国債 285,146 229,118 194,006 
株式 1 1 1
その他の証券 19 21 345

・預証率の期末値および期中平均値 （単位：％）

2007年3月期 2008年3月期 2009年3月期
（国内業務部門）

期中平均 857.56 940.38 949.40
期末 486.19 526.87 654.49

（国際業務部門）
期中平均 － － －
期末 － － －

（全店計）
期中平均 857.62 940.47 951.10
期末 486.24 526.93 655.82

有価証券に関する指標
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・信託財産残高表 （単位：百万円）

科　目 2008年3月期末 2009年3月期末
（資産）

貸出金 － －
有価証券 109,441,945 86,491,046
投資信託有価証券 － －
投資信託外国投資 14,319,753 10,468,590
信託受益権 120,960 81,089
受託有価証券 3,524,694 3,196,948
金銭債権 729,329 993,016
有形固定資産 － －
無形固定資産 － －
その他債権 2,919,963 2,273,397
買入手形 － －
コールローン 3,593,118 2,693,791
銀行勘定貸 306,504 335,178
現金預け金 2,213,053 1,982,054
その他 9,498 4,400
合計 137,178,822 108,519,513

（負債）
金銭信託 23,429,608 20,133,556
年金信託 13,188,883 12,053,434
財産形成給付信託 － －
貸付信託 － －
投資信託 － －
金銭信託以外の金銭の信託 2,790,411 2,217,823
有価証券の信託 3,889,394 3,368,225
金銭債権の信託 － －
動産の信託 － －
土地及びその定着物の信託 － －
地上権の信託 － －
土地及びその定着物の賃借権の信託 － －
包括信託 93,880,523 70,746,471
その他の信託 － －
合計 137,178,822 108,519,513

（注記）
2008年3月期末 2009年3月期末

１．共同信託他社管理財産：該当ありません。
２．元本補てん契約のある信託の貸出金：該当ありません。
３．上記信託財産残高には、当社が三菱UFJ信託銀行と職務分担型共同受
託方式により受託し資産管理事務を行っている信託財産55,176,424
百万円を含んでおります。

１．共同信託他社管理財産：該当ありません。
２．元本補てん契約のある信託の貸出金：該当ありません。
３．上記信託財産残高には、当社が三菱UFJ信託銀行と職務分担型共同受
託方式により受託し資産管理事務を行っている信託財産51,386,311
百万円を含んでおります。

・金銭信託等の期末受託残高 （単位：百万円）

2007年3月期末 2008年3月期末 2009年3月期末
金銭信託 24,209,889 23,429,608 20,133,556

元本 22,702,125 24,757,553 22,922,122
その他 1,507,763 △1,327,944 △2,788,566

年金信託 13,444,390 13,188,883 12,053,434
元本 9,143,583 10,268,777 11,037,684
その他 4,300,807 2,920,106 1,015,750

合計 37,654,279 36,618,492 32,186,991
元本 31,845,708 35,026,330 33,959,807
その他 5,808,570 1,592,161 △1,772,815

財産形成給付信託および貸付信託は、該当ありません

・元本補てん契約のある信託の種類別期末受託残高

該当ありません

信託業務に関する指標
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・信託期間別の金銭信託および貸付信託の元本残高 （単位：百万円）

1年未満 1年以上 2年以上 5年以上 その他のもの 合計2年未満 5年未満
2007年3月期末

金銭信託 1,484,681 3,042,805 9,389,273 8,785,364 - 22,702,125
2008年3月期末

金銭信託 3,607,356 1,616,545 7,636,630 11,897,020 - 24,757,553
2009年3月期末

金銭信託 974,639 3,893,699 5,911,103 12,142,680 - 22,922,122

・金銭信託等の運用状況 （単位：百万円）

2007年3月期末 2008年3月期末 2009年3月期末
金銭信託

有価証券 22,410,164 21,432,713 17,981,531
年金信託

有価証券 11,183,605 10,912,838 10,539,552
合計

有価証券 33,593,770 32,345,552 28,521,084

貸付信託は、該当ありません

財産形成給付信託および貸付信託は、該当ありません
貸出金は、該当ありません

・金銭信託等に係る有価証券の種類別期末残高 （単位：百万円）

2007年3月期末 2008年3月期末 2009年3月期末
金銭信託 22,410,164 21,432,713 17,981,531

国債 5,027,537 4,634,505 4,232,272
地方債 166,268 261,350 244,320
社債 1,559,400 1,795,368 1,270,407
株式 3,690,935 2,766,446 2,286,207
その他証券 11,966,022 11,975,042 9,948,323

年金信託 11,183,605 10,912,838 10,539,552
国債 3,065,566 2,739,438 2,526,024
地方債 170,600 189,919 187,569
社債 920,495 995,425 880,748
株式 2,905,471 2,999,838 2,986,163
その他証券 4,121,472 3,988,216 3,959,046

合計 33,593,770 32,345,552 28,521,084
国債 8,093,103 7,373,944 6,758,296
地方債 336,868 451,269 431,890
社債 2,479,896 2,790,793 2,151,156
株式 6,596,407 5,766,285 5,272,371
その他証券 16,087,494 15,963,259 13,907,369

財産形成給付信託および貸付信託は、該当ありません

・金銭信託等に係る貸出金の科目別期末残高

・金銭信託等に係る貸出金の契約期間別期末残高

・担保の種類別の金銭信託等に係る貸出金残高

・使途別の金銭信託等に係る貸出金残高

・業種別の金銭信託等に係る貸出金残高および貸出金の総額に占める割合

・中小企業等に対する金銭信託等に係る貸出金残高および貸出金の総額に占める割合

金銭信託、年金信託、財産形成給付信託および貸付信託とも該当ありません
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・貸借対照表 （単位：百万円）

科　目 2008年3月期末 2009年3月期末
（資産の部）

現金預け金 80,981 94,374
現金 0 0
預け金 80,980 94,373

債券貸借取引支払保証金 88,333 110,812
買入手形 3,900 －
有価証券 210,734 171,572
国債 210,711 171,225
株式 1 1
その他の証券 21 346

貸出金 － 30,000
その他資産 9,102 4,934
前払費用 112 118
未収収益 3,677 3,323
その他の資産 5,312 1,491

有形固定資産 660 611
建物 417 380
その他の有形固定資産 242 230

無形固定資産 17 19
ソフトウェア 4 7
その他の無形固定資産 12 11

繰延税金資産 148 101
貸倒引当金 － △0
資産の部合計 393,877 412,426

（負債の部）
預金 39,992 26,161
当座預金 19,461 19,316
普通預金 1 4
その他の預金 20,529 6,839

信託勘定借 306,504 335,178
その他負債 30,128 32,833
未払法人税等 814 1
未払費用 4,094 3,727
前受収益 0 －
未払金 21,209 28,034
その他の負債 4,010 1,069

賞与引当金 44 54
退職給付引当金 8 16
役員退職慰労引当金 12 20
負債の部合計 376,691 394,265

（純資産の部）
資本金 10,000 10,000
利益剰余金 7,154 8,100
その他利益剰余金 7,154 8,100
繰越利益剰余金 7,154 8,100

株主資本合計 17,154 18,100
その他有価証券評価差額金 31 60
評価・換算差額等合計 31 60
純資産の部合計 17,186 18,161
負債及び純資産の部合計 393,877 412,426

財務諸表
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・損益計算書 （単位：百万円）

科　目 2008年3月期 2009年3月期
経常収益 27,312 23,334
信託報酬 19,967 18,076
資金運用収益 2,530 1,599
貸出金利息 － 27
有価証券利息配当金 1,384 1,143
コールローン利息 616 247
債券貸借取引受入利息 523 126
買入手形利息 3 21
預け金利息 3 32

役務取引等収益 4,784 3,635
受入為替手数料 155 149
その他の役務収益 4,629 3,486

その他業務収益 0 －
外国為替売買益 0 －

その他経常収益 29 23
その他の経常収益 29 23

経常費用 23,655 21,733
資金調達費用 1,450 666
預金利息 0 0
コールマネー利息 2 7
借用金利息 0 0
その他の支払利息 1,448 658

役務取引等費用 1,032 1,064
支払為替手数料 49 47
その他の役務費用 983 1,016

その他業務費用 － 14
外国為替売買損 － 14

営業経費 21,145 19,970
その他経常費用 26 18
貸倒引当金繰入額 － 0
その他の経常費用 26 18

経常利益 3,657 1,600
特別損失 11 1
固定資産処分損 11 1

税引前当期純利益 3,646 1,599
法人税、住民税及び事業税 1,569 627
法人税等調整額 △60 26
法人税等合計 1,509 654
当期純利益 2,136 945
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・株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

科　目 2008年3月期 2009年3月期
株主資本
資本金
前期末残高 10,000 10,000
当期末残高 10,000 10,000

利益剰余金
その他利益剰余金
繰越利益剰余金
前期末残高 5,017 7,154
当期変動額
当期純利益 2,136 945
当期変動額合計 2,136 945
当期末残高 7,154 8,100

株主資本合計
前期末残高 15,017 17,154
当期変動額
当期純利益 2,136 945
当期変動額合計 2,136 945

当期末残高 17,154 18,100
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
前期末残高 18 31
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 29
当期変動額合計 13 29

当期末残高 31 60
評価・換算差額等合計
前期末残高 18 31
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 29
当期変動額合計 13 29

当期末残高 31 60
純資産合計
前期末残高 15,035 17,186
当期変動額
当期純利益 2,136 945
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 29
当期変動額合計 2,150 974

当期末残高 17,186 18,161
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（注記）

2008年3月期 2009年3月期

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法
による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のある
ものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価
は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均
法による原価法により行っております。なお、その他有価証券
の評価差額については、全部純資産直入法により処理しており
ます。

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

有形固定資産は、定額法を採用しております。また、主な
耐用年数は次のとおりであります。
建　物　3年～18年
動　産　2年～20年
（会計方針の変更）
平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取得
した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく
償却方法により減価償却費を計上しております。この変更
による貸借対照表等に与える影響は軽微であります。
（追加情報）
当期より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産
については、償却可能限度額に達した事業年度の翌事業年
度以後、残存簿価を5年間で均等償却しております。なお、
これによる貸借対照表等に与える影響は軽微であります。

（2）無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（5年）に基づいて償却しております。

３．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場による円換算額を付
しております。

４．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次
のとおり計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連
部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査
部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて
過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率
等により引当を行っております。ただし、当期末において
貸倒引当金の残高はありません。

（2）賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従
業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額
を計上しております。

（3）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期
末における要支給額に相当する額を引当てております。

（4）役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備
えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、
当期末までに発生していると認められる額を計上しており
ます。
（会計方針の変更）
従来、役員退職慰労金は、支出時に費用処理しておりまし
たが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又
は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取
扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第
42号平成19年4月13日）が平成19年4月1日以後開始す
る事業年度から適用されることに伴い、当期から同報告を
適用しております。これにより、従来の方法に比べ、営業
経費は12百万円増加し、経常利益は12百万円、税引前当
期純利益は12百万円それぞれ減少しております。

５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準
じた会計処理によっております。

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法
による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のある
ものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価
は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均
法による原価法により行っております。なお、その他有価証券
の評価差額については、全部純資産直入法により処理しており
ます。

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定額法により償却しております。また、
主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　3年～18年
動　産　2年～20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（5年）に基づいて償却しております。

３．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場による円換算額を付
しております。

４．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている資産の自己査定基準及び償
却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と
認められる額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引
き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連
部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査
部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて
上記の引当を行っております。

（2）賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従
業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属
する額を計上しております。

（3）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事
業年度末における要支給額に相当する額を引当てておりま
す。

（4）役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備
えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、
当事業年度末までに発生していると認められる額を計上し
ております。

５．リース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開
始日が平成20年4月1日前に開始する事業年度に属するものに
ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっておりま
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６．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま
す。

会計方針の変更

（金融商品に関する会計基準）

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び
「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制
度委員会報告第14号）等における有価証券の範囲に関する規定
が一部改正され（平成19年6月15日付及び同7月4日付）、金融
商品取引法の施行日以後に終了する事業年度から適用されるこ
とになったことに伴い、当期から改正会計基準及び実務指針を
適用しております。

注記事項

（貸借対照表関係）

１．現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、
売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有す
る有価証券で、当期末に当該処分をせずに所有しているものは
88,225百万円であります。

２．為替決済等の取引の担保あるいは信託業法第11条及び信託業法
施行令第9条の規定により、有価証券180,713百万円を差し入
れております。
また、その他の資産のうち保証金は746百万円であります。

３．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、
契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額
まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契
約に係る融資未実行残高は、4,000百万円、契約残存期間は1
年以内であります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するもの
であるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来の
キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。また、
契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況
等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等
を講じております。

４．有形固定資産の減価償却累計額 541百万円
５．1株当たりの純資産額 143,217円68銭
６．貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両についてはリース
契約により使用しております。

７．関係会社に対する金銭債権総額 4,577百万円
８．関係会社に対する金銭債務総額 21,459百万円

（損益計算書関係）

１．関係会社との取引による収益
信託報酬 6,668百万円
資金運用取引に係る収益総額 2百万円
役務取引等に係る収益総額 1,847百万円
関係会社との取引による費用
役務取引等に係る費用総額 26百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額 3,348百万円

２．1株当たり当期純利益金額 17,807円30銭
３．関連当事者との取引は次のとおりであります。
親会社及び法人主要株主 （単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
*1：当社における所要コストに基づき、当事者間で協議の上決定しております。
*2：受入出向者の給与水準等に基づき、当事者間で協議の上決定しております。

属性�

親会社�
三菱UFJ�
信託銀行�
(株)

会社等の�
名称�

関連当事者�
との関係�
再信託契約の�
委託者�
資産管理事務�
等の委任者�

出向受入�

再信託に基づく�
信託報酬*1
事務受任契約等に�
基づく手数料*1
出向協定に基づく�
受入出向者給与*2

取引の内容�取引金額�

6,534�

1,657�

3,201

46.5%

169�

1,365�

0

未収収益�

未収収益�

未払費用�

科目� 期末残高�議決権の所有�
（被所有）割合�

す。
６．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま
す。

会計方針の変更

（リース取引に関する会計基準）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、
「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号平成19
年3月30日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第16号同前）が平成20年4月1日以後
開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当
事業年度から同会計基準及び適用指針を適用しております。
これによる計算書類に与える影響はありません。

注記事項

（貸借対照表関係）

１．現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、
売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有す
る有価証券はありません。

２．貸出金は、その全額が日本国政府向けであります。
３．為替決済等の取引の担保あるいは信託業法第11条及び信託業法
施行令第9条の規定により、有価証券161,194百万円及び貸出
金30,000百万円を差し入れております。
また、その他の資産のうち保証金は746百万円であります。

４．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、
契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額
まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契
約に係る融資未実行残高は、4,300百万円、契約残存期間は1
年以内であります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するもの
であるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来の
キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。また、
契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況
等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等
を講じております。

５．有形固定資産の減価償却累計額 608百万円
６．1株当たりの純資産額 151,342円50銭
７．貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両については、所有
権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

８．関係会社に対する金銭債権総額 1,444百万円
９．関係会社に対する金銭債務総額 18,335百万円

（損益計算書関係）

１．関係会社との取引による収益
信託報酬 5,559百万円
資金運用取引に係る収益総額 1百万円
役務取引等に係る収益総額 1,082百万円
関係会社との取引による費用
役務取引等に係る費用総額 28百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額 3,520百万円

２．1株当たり当期純利益金額 7,879円85銭
３．関連当事者との取引は次のとおりであります。
親会社及び法人主要株主 （単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
*1：当社における所要コストに基づき、当事者間で協議の上決定しております。
*2：受入出向者の給与水準等に基づき、当事者間で協議の上決定しております。

属性�

親会社�
三菱UFJ�
信託銀行�
（株）�

会社等の�
名称�

関連当事者�
との関係�
再信託契約の�
受託�
資産管理事務�
等の受託�

出向受入�

再信託に基づく�
信託報酬*1
事務受任契約等に�
基づく手数料*1
出向協定に基づく�
受入出向者給与*2

取引の内容�取引金額�

5,438�

813�

3,372

被所有�

直接 46.5％�

160�

484�

－�

未収収益�

未収収益�

未払費用�

科目� 期末残高�議決権の所有�
（被所有）割合�
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兄弟会社等 （単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
*3：委託先の所要コストに基づき、当事者間で協議の上決定しております。
役員及び個人主要株主等
該当ありません。

（株主資本等変動計算書関係）

１．発行済株式の種類および株式数は、次のとおりであります。
（単位：千株）

（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年3月31日現在）
（単位：百万円）

（注）１．時価は、当期末における市場価格等に基づいております。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。
２．その他有価証券で時価のあるもの（平成20年3月31日現在）

（単位：百万円）

（注）１．貸借対照表計上額は、当期末における市場価格等に基づく
時価により計上したものであります。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であ
ります。

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額
（平成20年3月31日現在）

（単位：百万円）

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の
償還予定額（平成20年3月31日現在）

（単位：百万円）

（税効果会計関係）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それ
ぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
賞与引当金 18 百万円
未払事業税・事業所税 74
その他 77
繰延税金資産合計 170
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 21
繰延税金負債合計 21
繰延税金資産の純額 148

210,686�
210,686�
210,686

－�
－�
－�

24�
24�
24

－�
－�
－�

債券�
　　国債�
合計�

1年超�
5年以内�

5年超�
10年以内�1年以内� 10年超�

�
1�
21

その他有価証券�
　非上場株式�
　非上場外国証券�

金額�

210,633�
210,633�
210,633

210,686�
210,686�
210,686

53�
53�
53

58�
58�
58

5�
5�
5

債券�
　　国債�
合計�

貸借対照表�
計上額�取得原価� 評価差額� うち益� うち損�

24�
24

26�
26

1�
1

1�
1

－�
－�

国債�
合計�

貸借対照表�
計上額� 時価� 差額� うち益� うち損�

120�
120�
120

発行済株式�
　普通株式�
合計�

－�
－�
－�

－�
－�
－�

120�
120�
120

前事業年度末�
株式数�

当事業年度�
増加株式数�

当事業年度�
減少株式数�

当事業年度末�
株式数� 摘要�

属性�

親会社の�
子会社�

エムアンドティー・�
インフォメーション・�
テクノロジー(株)

会社等の�
名称�

関連当事者�
との関係�

計算事務の�
委託�

計算代行委託�
手数料等*3

取引の内容�取引金額�

12,866－� 3,803未払費用�

科目� 期末残高�議決権の所有�
（被所有）割合�

兄弟会社等 （単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
*3：委託先の所要コストに基づき、当事者間で協議の上決定しております。

（株主資本等変動計算書関係）

１．発行済株式の種類および株式数は、次のとおりであります。
（単位：千株）

（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成21年3月31日現在）
（単位：百万円）

（注）１．時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいており
ます。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。
２．その他有価証券で時価のあるもの（平成21年3月31日現在）

（単位：百万円）

（注）１．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に
基づく時価により計上したものであります。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であ
ります。

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額
（平成21年3月31日現在）

（単位：百万円）

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の
償還予定額（平成21年3月31日現在）

（単位：百万円）

（税効果会計関係）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それ
ぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
減価償却超過額 86 百万円
賞与引当金 22
役員退職慰労引当金 8
退職給付引当金 6
その他 19
繰延税金資産合計 143
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 41
繰延税金負債合計 41
繰延税金資産の純額 101

161,169�
161,169�
161,169

10,031�
10,031�
10,031

24�
24�
24

－�
－�
－�

債券�
　　国債�
合計�

1年超�
5年以内�

5年超�
10年以内�1年以内� 10年超�

�
1�

346

その他有価証券�
　非上場株式�
　非上場外国証券�

金額�

171,097�
171,097�
171,097

171,200�
171,200�
171,200

102�
102�
102

103�
103�
103

0�
0�
0

債券�
　　国債�
合計�

貸借対照表�
計上額�取得原価� 評価差額� うち益� うち損�

24�
24

26�
26

1�
1

1�
1

－�
－�

国債�
合計�

貸借対照表�
計上額� 時価� 差額� うち益� うち損�

120�
120�
120

発行済株式�
　普通株式�
合計�

－�
－�
－�

－�
－�
－�

120�
120�
120

前事業年度末�
株式数�

当事業年度�
増加株式数�

当事業年度�
減少株式数�

当事業年度末�
株式数� 摘要�

属性�

親会社の�
子会社�

エムアンドティー・�
インフォメーション・�
テクノロジー（株）�

会社等の�
名称�

関連当事者�
との関係�

計算事務の�
委託�

計算代行委託�
手数料等*3

取引の内容�取引金額�

10,960－� 3,314未払費用�

科目� 期末残高�議決権の所有�
（被所有）割合�
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自己資本調達手段の概要
当社は、普通株式を用いて資本調達を行っております。

銀行の自己資本の充実度に関する評価方法の概要
当社は、オペレーショナル・リスク相当額、信用リスク量、市場リスク量の合計額を自己資本と対比して管理すること

で自己資本の充実度を評価しております。オペレーショナル・リスク相当額については半期毎、信用リスク量、市場リス
ク量については日次で計測し、合計額が自己資本の範囲内であること、自己資本余裕額について日次でモニタリングを実
施しております。

信用リスクに関する事項

イ　リスク管理の方針及び手続の概要
当社は、信用リスクについてリスク管理部署として業務管理部を設置し、体制の整備を行っております。取締役会で信

用リスク管理の対象とする資産等および信用リスク限度額を設定の上、信用リスク量が限度額の範囲内であることを日次
でリスク管理部署にてモニタリングを実施し、経営宛報告を実施しております。
また、取締役会は、資産の健全性を把握し、適切な信用リスク管理を行う為、資産査定および償却・引当に関する基準

を定めております。償却・引当に関する基準では、対象となる資産毎に償却・引当に関する基準および方法について定め
るとともに適正性を確保する為に妥当性について監査を実施することとしております。
なお、信用リスク・アセット額の計算にあたっては、平成18年3月27日金融庁告示第19号に定める標準的手法を採用

して算出しております。算出にあたって法人等エクスポージャーのリスク・ウェイトは、金融庁告示第19号第67条の特
例を使用して一律百パーセントとしております。

ロ　標準的手法が適用されるポートフォリオについて
（1）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付け機関等の名称
（2）エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付け機関等の名称

信用リスク・アセット額を算出するにあたり、金融機関向け並びにソブリン向けエクスポジャーのリスク・ウェイトは、
国内はR＆I社、海外はS＆P社の外部格付けに基づき、平成18年3月27日金融庁告示第19号に記載されているリスク・
ウェイトを使用しております。
なお、エクスポージャーの種類によって使用する適格格付け機関の差異はありません。

信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続きの概要
当社は、レポ取引の信用リスク量の内部管理上の計算方法について取締役会で定めております。その計算方法に従い、

リスク量を算出し、リスク管理部署にて総信用リスク量についてモニタリングを実施しております。受入れ担保は、国債
に限定し、日次で評価を実施しております。信用リスク削減のための貸出金と自行預金の相殺は行っておりません。その
他、派生商品取引やクレジット・デリバティブ取引は該当ありません。
なお、信用リスク・アセットの金額を算出するにあたっては、信用リスク削減手法として、平成18年3月27日金融庁告

示第19号に定める簡便手法を使用しております。レポ形式の取引について、適格金融資産担保として受け入れた国債に係
る時価評価に基づき、信用リスク削減手法を適用します。担保は日本国債に限定しており、信用リスク削減手法の適用に

・会計監査

当社の計算書類は、「会社法」第396条第1項に基づき、新日本有限責任監査法人による監査を受け、法令及び定款に従い会

社の財産及び損益の状況を正しく示しているとの意見を頂いております。

・財務諸表の正確性及び作成に係る内部監査の有効性について

財務諸表の正確性及び作成に係る内部監査の有効性について�

日本マスタートラスト信託銀行株式会社�

代表取締役社長�

当社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第9期事業年度に係る財務諸表が適正に表示されていること、及び当該�
財務諸表作成に係る内部監査が有効であることを確認いたしました。�

平成21年7月3日�

自己資本の充実状況（定性的事項）
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伴う信用リスク及びマ－ケットリスクの集中に関し過度にリスクが高まることは現時点ではありません。

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続きの概要
該当する取引はありません。

証券化エクスポージャーに関する事項

イ　リスク管理の方針及び手続の概要

ロ　証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称

ハ　証券化取引に関する会計方針

ニ　証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付け機関の名称

該当する取引はありません。

オペレーショナル・リスクに関する事項

イ　リスク管理の方針及び手続の概要
当社は、オペレーショナル・リスクに関して取締役会等の責任の明確化を行うとともに、独立したリスク管理部署と

して業務管理部を設置し、リスク管理するための体制の整備を行っております。
定性面では、オペレーショナル・リスクを特定・認識するための方策として損失情報の収集、CSA（コントロール・

セルフ・アセスメント）を実施し、CSAの評価結果に基づき、アクションプランを実施することでオペレーショナルリ
スクの削減に取り組んでおります。
定量面では、平成18年3月27日金融庁告示第19号に定める粗利益配分手法を使用して、半期毎にオペレーショナ

ル・リスク相当額を把握し、自己資本の充実度を確認しております。

ロ　オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
オペレーショナル・リスク相当額は、粗利益配分手法を用いて算出しております。

銀行勘定における銀行法施行令第四条第四項第三号に規定する出資その他これに類するエクスポー
ジャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

出資その他これに類するエクスポージャー及び株式等エクスポージャーについても、市場リスク管理の対象として日
次でモニタリングを行っています。
また、当該エクスポージャーについて信用リスク・アセットを算出する際のリスク・ウェイトは、百パーセントとし

ております。
なお、当該エクスポージャーの評価は、その他有価証券として、時価のあるものについては市場価格等に基づく時価

法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法により行っております。

銀行勘定における金利リスクに関する次に掲げる事項

イ　リスク管理の方針及び手続の概要
当社は、金利リスクに関して市場リスクのリスク管理部署として業務管理部を設置し、体制の整備を行っております。

金利リスクについては、市場リスク管理の枠内で、管理を行っております。取締役会で市場リスクの限度額を設定の上、
金利リスクの他、株式・為替リスクのリスク量の合計が限度額の範囲内であることを日次でモニタリングを実施してお
ります。

ロ　銀行が内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定手法の概要
金利リスクは、銀行勘定で保有する債券等を対象にしてVaR法（＊）により日次で算出しております。また、アウト

ライヤ－基準の状況については、金利変動の1パ－センタイル値と99パ－センタイル値による金利ショックを用いて、
平成19年3月末より計測を開始しております。期限前返済及びコア預金についての想定は行っておりません。

＊VaR法・・・Value at Riskの略で過去の市場変動に基づき、ポートフォリオの市場価値が今後一定期間でどの程度増減
し得るかを統計的に推計する手法。
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自己資本の充実状況（定量的事項）

当社は、銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどう
かを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号。以下、「自己資本比率告示」という。）に定められた算式に基づいて、
国内基準を適用のうえ、単体自己資本比率を算出しております。

１．自己資本の構成

・自己資本の構成 （単位：百万円）

2008年3月期末 2009年3月期末
基本的項目 17,154 18,100
うち資本金 10,000 10,000
資本剰余金 － －
利益剰余金 7,154 8,100
その他有価証券評価差損（△） － －
営業権相当額（△） － －
のれん相当額（△） － －
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△） － －
証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△） － －
繰延税金資産の控除金額（△） － －

補完的項目 － －
準補完的項目
自己資本比率告示第43条に定める控除項目 － －

自己資本額 17,154 18,100

自己資本比率告示第40条第2項に定めるステップアップ金利等を上乗せする特約を付す等償還を行う蓋然性を有する株式等の
額はありません。
また、自己資本比率告示第40条第7項に定める「繰延税金資産に相当する額」の該当はありません。
なお、「繰延税金資産の算入上限額」は3,620百万円です。

２．自己資本の充実度

・信用リスクに対する所要自己資本の額 （単位：百万円）

2008年3月期末 2009年3月期末
標準的手法が適用されるポートフォリオ 506 431
うち法人等向けエクスポージャー 240 168

信用リスク・アセットは、標準的手法により算出しております。

・マーケット・リスクに対する所要自己資本の額

マーケット・リスク相当額は、自己資本比率告示第39条に基づき不算入としております。

・オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額 （単位：百万円）

2008年3月期末 2009年3月期末
粗利益配分手法 2,017 1,894

オペレーショナル・リスク相当額は、粗利益配分手法を使用して算出しております。
（基礎的手法・先進的計測手法は使用しておりません。）

・単体自己資本比率、単体基本的項目比率及び単体総所要自己資本額 （単位：百万円）
2008年3月期末 2009年3月期末

単体自己資本比率 27.17％ 31.12％
単体基本的項目比率 27.17％ 31.12％
単体総所要自己資本額 2,524 2,325

当社は、内部格付手法又は先進的計測手法を使用していないため、自己資本比率告示第47条に定める「所要自己資本の下限」
の該当はありません。
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3．信用リスク

・信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高
（単位：百万円）

2008年3月期末 2009年3月期末
期末残高 633,920 607,920
期中平均残高 814,594 581,338

エクスポージャーの主な種類別の内訳 （単位：百万円）

エクスポージャーの主な種類別の内訳 （単位：百万円）

期末残高 336,306 171,225 －
期中平均残高 289,294 194,006 －

2009年3月期末

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフバランスシートエクスポージャー
債　券 OTCデリバティブ

期末残高 328,376 210,711 －
期中平均残高 460,089 229,118 －

2008年3月期末

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフバランスシートエクスポージャー
債　券 OTCデリバティブ

・信用リスクに関するエクスポージャーの主な種類別の期末残高（地域別）
（単位：百万円）

2008年3月期末 2009年3月期末
国内 603,890 582,517
海外 30,029 25,403
合計 633,920 607,920

国内 311,250 171,225 －
海外 25,056 － －
合計 336,306 171,225 －

2009年3月期末

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフバランスシートエクスポージャー
債　券 OTCデリバティブ

エクスポージャーの主な種類別の内訳（地域別） （単位：百万円）

エクスポージャーの主な種類別の内訳（地域別） （単位：百万円）

国内 298,368 210,711 －
海外 30,008 － －
合計 328,376 210,711 －

2008年3月期末

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフバランスシートエクスポージャー
債　券 OTCデリバティブ

・信用リスクエクスポ－ジャ－は信用リスク削減効果勘案前の残高となっております。
・期中平均残高算出に際し、国債等はすべて担保に供しているとみなす扱いとしております。

・信用リスクエクスポ－ジャ－は信用リスク削減効果勘案前の残高となっております。
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・信用リスクに関するエクスポージャーの主な種類別の期末残高（残存期間別）
（単位：百万円）

2008年3月期末 2009年3月期末
1年以下 214,586 191,169
1年超 24 10,055

期間の定めのないもの 419,308 406,695
合計 633,920 607,920

1年以下 30,000 161,169 －
1年超 － 10,055 －

期間の定めのないもの 306,306 － －
合計 336,306 171,225 －

2009年3月期末

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフバランスシートエクスポージャー
債　券 OTCデリバティブ

エクスポージャーの主な種類別の内訳（残存期間別） （単位：百万円）

エクスポージャーの主な種類別の内訳（残存期間別） （単位：百万円）

1年以下 － 210,686 －
1年超 － 24 －

期間の定めのないもの 328,376 － －
合計 328,376 210,711 －

2008年3月期末

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフバランスシートエクスポージャー
債　券 OTCデリバティブ

・信用リスクエクスポ－ジャ－は信用リスク削減効果勘案前の残高となっております。

金融・保険業 25,056 － －
国・地方公共団体 152,035 171,225 －

その他 159,215 － －
合計 336,306 171,225 －

2009年3月期末

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフバランスシートエクスポージャー
債　券 OTCデリバティブ

エクスポージャーの主な種類別の内訳（業種別） （単位：百万円）

エクスポージャーの主な種類別の内訳（業種別） （単位：百万円）

金融・保険業 30,008 － －
国・地方公共団体 102,725 210,711 －

その他 195,642 － －
合計 328,376 210,711 －

2008年3月期末

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフバランスシートエクスポージャー
債　券 OTCデリバティブ

・信用リスクエクスポ－ジャ－は信用リスク削減効果勘案前の残高となっております。
・「その他」には、業種分類が困難な法人や未収収益等に係るエクスポ－ジャ－が該当します。

・信用リスクに関するエクスポージャーの主な種類別の期末残高（業種別）
（単位：百万円）

2008年3月期末 2009年3月期末
金融・保険業 35,043 27,407

国・地方公共団体 397,258 415,685
その他 201,618 164,827
合計 633,920 607,920
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・3ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの期末残高

該当ありません

・標準的手法が適用されるエクスポージャー：リスクウェイト別残高（信用リスク削減手法の効果を勘案後）
（単位：百万円）

2008年3月期末 2009年3月期末
リスクウェイトが0％ 449,739 464,689
リスクウェイトが20％ 35,026 27,403
リスクウェイトが100％ 5,662 5,298

合計 490,428 497,391

（※）

※うち、海外金融機関向けエクスポ－ジャ－（2008年3月期末：30,008百万円、2009年3月期末：25,056百万円）は、
リスクウェイトの決定にあたり格付を適用しております。

・自己資本比率告示第43条第1項第2号及び第5号の規定により資本控除した額

該当ありません

・信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

（単位：百万円）

標準的手法適用ポートフォリオ 110,529 － －

2009年3月期末
適格金融資産担保 保証 クレジットデリバティブ

・派生商品取引及び長期決済期間取引に関する事項

該当する取引はありません

・オリジネーターである証券化エクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません

・投資家である証券化エクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません

・一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中増減（地域別） （単位：百万円）

一般貸倒引当金 － － － －
個別貸倒引当金 － － 0 0

うち国内 － － 0 0
海外 － － － －

特定海外債権引当勘定 － － － －
合計 － － 0 0

2008年3月期末 2009年3月期末

2007年3月末比 2008年3月末比

・一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中増減（業種別） （単位：百万円）

一般貸倒引当金 － － － －
個別貸倒引当金 － － 0 0

うち金融・保険業 － － － －
国・地方公共団体 － － － －
その他 － － 0 0

特定海外債権引当勘定 － － － －
合計 － － 0 0

2008年3月期末 2009年3月期末

・貸出金償却の額（業種別）

該当ありません

標準的手法適用ポートフォリオ 143,491 － －

2008年3月期末
適格金融資産担保 保証 クレジットデリバティブ
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4．銀行勘定の出資等又は株式等エクスポ－ジャ－

・上場株式等エクスポージャー及びそれ以外の株式等エクスポージャー （単位：百万円）

2008年3月期末 2009年3月期末
貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー － － － －
上記以外の株式等エクスポージャー 22 22 347 347

合計 22 22 347 347

・出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額 （単位：百万円）

株式等エクスポージャー － － － － － － － －

2008年3月期末 2009年3月期末
売却及び償却に伴う損益の額 売却及び償却に伴う損益の額

売却益 売却損 償却 売却益 売却損 償却

・貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

該当ありません

・貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

該当ありません

5．バンキング金利リスク

・バンキング勘定のリスク量 （単位：百万円）

（単位：百万円）

・アウトライヤー基準の状況

アウトライヤー比率 1.42％ 2.28％
2008年3月期末 2009年3月期末

アウトライヤー比率は、1％・99％法にて算出

日次平均 最大 最小 2008年3月期末
金利 59 75 42 42

株式・為替 10 12 9 11
全体 69 85 54 54

対象期間：2007年4月1日～2008年3月31日

日次平均 最大 最小 2009年3月期末
金利 65 95 42 94

株式・為替 248 384 11 345
全体 314 472 53 439

対象期間：2008年4月1日～2009年3月31日

分散共分散法
保有期間：金利リスク140営業日、株式・為替リスク240営業日　　信頼区間：片側99％　　観測期間：1,250営業日
最大及び最小欄は、リスクカテゴリー毎及び全体で対象となる日は異なります。
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・有価証券

（売買目的有価証券）
該当ありません

（満期保有目的の債券で時価のあるもの） （単位：百万円）

有価証券 24 25 0 0 －
国債 24 25 0 0 －

合計 24 25 0 0 －

2007年3月期末
貸借対照表
計上額

差額時価
うち益 うち損

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（その他有価証券で時価のあるもの） （単位：百万円）

・金銭の信託

該当ありません

・デリバティブ

銀行法施行規則第13条の3第1項第5号に規定される取引所金融先物等、金融等デリバティブ取引、先物外国為替取引、有価
証券先物取引等については、該当ありません

有価証券等の時価情報

有価証券 24 26 1 1 －
国債 24 26 1 1 －

合計 24 26 1 1 －

2008年3月期末
貸借対照表
計上額

差額時価
うち益 うち損

有価証券 24 26 1 1 －
国債 24 26 1 1 －

合計 24 26 1 1 －

2009年3月期末
貸借対照表
計上額

差額時価
うち益 うち損

有価証券 203,007 203,038 30 42 11
国債 203,007 203,038 30 42 11
合計 203,007 203,038 30 42 11

2007年3月期末 取得価額 評価差額
貸借対照表
計上額 うち益 うち損

有価証券 210,633 210,686 53 58 5
国債 210,633 210,686 53 58 5
合計 210,633 210,686 53 58 5

2008年3月期末 取得価額 評価差額
貸借対照表
計上額 うち益 うち損

有価証券 171,097 171,200 102 103 0
国債 171,097 171,200 102 103 0

合計 171,097 171,200 102 103 0

2009年3月期末 取得価額 評価差額
貸借対照表
計上額 うち益 うち損
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いずれも該当ありません

（単位：百万円）

2007年3月期末 2008年3月期末 2009年3月期末
破産更正債権およびこれらに準ずる債権 － － －
危険債権 － － －
要管理債権 － － －
正常債権 － － 30,027
合計 － － 30,027

貸倒引当金の期末残高および期中の増減額
（単位：百万円）

2007年3月期末 2008年3月期末 2009年3月期末
一般貸倒引当金

期首残高 － － －
期中増加額 － － －
期中減少額 － － －
期末残高 － － －

個別貸倒引当金
期首残高 － － －
期中増加額 － － 0
期中減少額 － － －
期末残高 － － 0

合計
期首残高 － － －
期中増加額 － － 0
期中減少額 － － －
期末残高 － － 0

貸出金のうち破綻先債権等の額および合計額

元本補てん契約のある信託に係る貸出金のうち破綻先債権等の額および合計額

貸出金償却の額

連結決算の状況

金融再生法に基づく資産査定の状況
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決算公告（写）
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開示対象項目一覧

銀行法施行規則

１．概況及び組織に関する事項
・経営の組織
・大株主一覧
・役員一覧
・店舗一覧
・銀行代理業者に関する事項

２．主要な業務の内容

３．主要な業務に関する事項
・直近の事業年度における事業の概況
・直近の五事業年度における主要な業務の状況を示す指標

経常収益
経常利益又は経常損失
当期純利益又は当期純損失
資本金及び発行済株式の総数
純資産額
総資産額
預金残高
貸出金残高
有価証券残高
単体自己資本比率
配当性向
従業員数
信託報酬
信託勘定貸出金残高
信託勘定有価証券残高
信託財産額

・直近の二事業年度における業務の状況を示す指標として
別表に掲げる事項
①主要な業務の状況を示す指標
業務粗利益及び業務粗利益率
資金運用収支、役務取引等収支、特定取引収支及びそ
の他業務収支
資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、
利回り及び資金利ざや
受取利息及び支払利息の増減
総資産経常利益率及び資本経常利益率
総資産当期純利益率及び資本当期純利益率
②預金に関する指標
流動性預金、定期性預金、譲渡性預金その他の預金の
平均残高
定期預金の残存期間別の残高
③貸出金等に関する指標
手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高
貸出金の残存期間別の残高
担保の種類別の貸出金残高及び支払承諾見返額
使途別の貸出金残高
業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合
中小企業等に対する貸出金残高及び貸出金の総額に占め
る割合
特定海外債権残高の五パーセント以上を占める国別の
残高
預貸率の期末値及び期中平均値
④有価証券に関する指標
商品有価証券の種類別の平均残高
有価証券の種類別の残存期間別の残高
有価証券の種類別の平均残高
預証率の期末値及び期中平均値

⑤信託業務に関する指標
信託財産残高表
金銭信託等の期末受託残高
元本補てん契約のある信託の種類別の期末受託残高
信託期間別の金銭信託及び貸付信託の元本残高
金銭信託等の種類別の貸出金及び有価証券の区分ごと
の期末運用残高
金銭信託等に係る貸出金の科目別期末残高
金銭信託等に係る貸出金の契約期間別期末残高
担保の種類別の金銭信託等に係る貸出金残高
使途別の金銭信託等に係る貸出金残高
業種別の金銭信託等に係る貸出金残高及び貸出金の総
額に占める割合
中小企業等に対する金銭信託等に係る貸出金残高及び
貸出金の総額に占める割合
金銭信託等に係る有価証券の種類別の期末残高

4．業務の運営に関する事項
・リスク管理の体制
・法令遵守の体制

5．直近の二事業年度における財産の状況に関す
る事項

・貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書
・リスク管理債権額
・元本補てん契約のある信託のリスク管理債権額
・自己資本の充実の状況
・有価証券、金銭の信託、デリバティブ取引の時価等情報
・貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
・貸出金償却の額
・会計監査

6．連結情報

金融機能再生のための緊急措置に関する法律施
行規則

・資産査定の状況
正常債権
要管理債権
危険債権
破産更生債権及びこれらに準ずる債権
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